
平成九年(ワ)第一三四二〇号実用新案権侵害行為差止等請求事件
　　　　　　　　　　　　　　判　　　　決
　　　　原　　告　　　　　　　　　　　　　　株　式　会　社　シ　マ　ノ
　　　　右代表者代表取締役　　　　　　　　　【Ａ】
　　　　右訴訟代理人弁護士　　　　　　　　　野　　　上　　　邦　五　郎
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　杉　　　本　　　進　　　介
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　冨　　　永　　　博　　　之
　　　　右補佐人弁理士　　　　　　　　　　　【Ｂ】
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　【Ｃ】
　　　　被　　告　　　　　　　　　　　　　　ダイワ精工株式会社
　　　　右代表者代表取締役　　　　　　　　　【Ｄ】
　　　　右訴訟代理人弁護士　　　　　　　　　勝　　　田　　　裕　　　子
　　　　右補佐人弁理士　　　　　　　　　　　【Ｅ】
　　　　同　　　　　　　　　　　　　　　　　【Ｆ】
　　　　　　　　　　　　　　主　　　　文
　　　　　　　　一　原告の請求をいずれも棄却する。
　　　　　　　　二　訴訟費用は原告の負担とする。
　　　　　　　　　　　　　　事実及び理由
第一　請求
　一　被告は、別紙物件目録(一)ないし(三)記載の中通し竿の製造、販売をしては
ならない。
　二　被告は、その本店、営業所及び工場に存する前項の各物件の完成品及び半製
品並びに同物件の製造に必要な金型を廃棄せよ。
　三　被告は、原告に対し、金七三六四万円及び内金六二八〇万円に対する平成一
〇年一月二〇日から、内金一〇八四万円に対する同年一二月一日から、それぞれ支
払済みに至るまで、年五分の割合による金員を支払え。
第二　事案の概要等
　一　事案の概要
　　　本件は、原告が、被告に対し、被告が製造、販売する別紙物件目録(一)ない
し(三)記載の中通し竿は、原告が有する実用新案権に係る考案の技術的範囲に属
し、その製造、販売は右実用新案権を侵害するとして、右中通し竿の製造、販売の
差止め及び損害賠償等を請求している事案である。
　二　当事者間に争いのない事実
　　１　原告の有する実用新案権
　　　　原告は、次の実用新案権（以下「本件実用新案権」といい、その実用新案
登録請求の範囲第１項の考案を「本件考案」という。）を有する。
　　　　考案の名称　　中通し竿
　　　　登録番号　　　第二五三三二二四号
　　　　出願日　　　　平成四年四月三〇日（実願平四－二八七〇四号）
　　　　公開日　　　　平成五年一二月三日（実開平五－八八二五九号）
　　　　手続補正　　　平成八年八月三〇日
　　　　登録日　　　　平成九年一月二九日
　　　　訂正審決日　　平成一一年四月九日
　　　　実用新案登録請求の範囲　別添訂正請求書（平成一〇年一一月一七日付）
添付の明細書（以下「本件明細書」という。）該当欄記載のとおり
　　２　構成要件の分説
　　　　本件考案の構成要件を分説すると、次のとおりである。
　　　Ａ　芯材(3)の外周に剥離性が良好で適当な厚みを有する樹脂テープ(4)を所
定間隔で巻回し、次に炭素繊維、ガラス繊維等の高強度繊維に樹脂を含浸させたプ
リプレグ(5)を前記芯材(3)に巻回して焼成し、前記芯材(3)を引き抜いた後、前記樹
脂テープ(4)を取り除いて管状に成形される中通し竿であって、
　　　Ｂ　管状体本体(1)の内周面に、軸芯方向視で全周、若しくは、略全周に亘っ
て軸芯側に突出する突出部(2)を該管状体本体(1)の素材で一体形成して成り、
　　　Ｃ　その突出部(2)は軸方向に分布し、
　　　Ｄ　突出部(2)の内周面は略軸方向直線状部を有する
　　　Ｅ　中通し竿。
　　３　作用効果
　　　　本件明細書には、本件考案の作用効果として、次のとおりの記載がある。



　　　　本件考案によれば、管状体である中通し竿を屈撓させた場合には、管状体
本体の屈撓と伴に、内面の突出部も屈撓するものとなり、この突出部が管状体本体
と一体的に、しかも、管状体本体の素材で形成されているので剥離が生じ難い。し
かも、この突出部が軸芯方向視で略全周に形成されているので、荷重方向に拘わら
ず荷重に対する屈撓（たわみ）量が均一化するものとなる。
　　　　従って、屈撓性を損なうこと無く、内面に突出部を形成し、しかも、この
突出部に剥離を生じ難い中通し竿が合理的に構成されたのである。
　　　　特に、この中通し竿は、管状体本体に対する釣り糸の接触を回避して管状
体本体の摩耗を抑制し、しかも、突出部に高強度繊維を含んでいるので該突出部の
摩耗も抑制し乍ら、接触面積の低減で釣り糸を軽快に送り、又、良好な屈撓性を現
出できるのである。（本件明細書段落【０００６】【０００７】）
　　４　被告の行為
　　　　被告は、別紙物件目録(一)ないし(三)記載の中通し竿（以下、それぞれ
「イ号物件」、「ロ号物件」、「ハ号物件」といい、これらを併せて「被告製品」
という。）を製造、販売している（なお、別紙物件目録(一)ないし(三)の記載のう
ち、商品名、構成ａないしｃ及びｅについては争いがないが、後記のとおり、構成
ｄについては争いがある。）。
　三　争点
　　１　被告製品の構成
　　２　被告製品は、本件考案の構成要件を充足するか。
　　　(一)　被告製品は、本件考案の構成要件Ａ、Ｂを充足するか。
　　　(二)　被告製品は、本件考案の構成要件Ｄを充足するか。
　　３　原告の損害額
　四　当事者の主張
　　１　争点１（被告製品の構成）について
　　【原告の主張】
　　　　被告製品は、以下の構成を有する。
　　　ａ　芯材（マンドレル）に樹脂テープを所定間隔で巻回し、その樹脂テープ
間の隙間に硬化前の樹脂含浸炭素繊維紐体を巻回し、更にその外側に、別工程で、
シート状に引き揃えた炭素繊維に樹脂を含浸させた本体プリプレグシートを巻回
し、焼成後前記芯材を引き抜いた後、前記樹脂テープを取り除いて管状に成形され
る強化プラスチック製中通し竿であって、
　　　ｂ　前記本体プリプレグシートで形成された管状体本体（１）の内周面
（２）に、前記樹脂含浸炭素繊維紐体を主体として、軸芯方向視で略全周に亘っ
て、軸芯側に突出する突条体（３）を形成して成り、
　　　ｃ　その突条体（３）は軸方向に向かって螺旋状に形成され、
　　　ｄ　突条体（３）の内周面（２）の断面は台形状である
　　　ｅ　中通し竿。
　　【被告の主張】
　　　　被告製品が、原告主張の構成ａないしｃ及びｅを有することは認めるが、
構成ｄを有することは否認する。被告製品の突条体の形状は、別添写真のとおりで
あり、突条体の内周面の断面は台形状ではない。
　　２　争点２(一)（構成要件Ａ，Ｂ充足性）について
　　【原告の主張】
　　　(一)　被告製品の構成ａの「芯材（マンドレル）」、「樹脂テープ」は、本
件考案の構成要件Ａの「芯材(3)」、「樹脂テープ(4)」にそれぞれ該当する。ま
た、被告製品の構成ａの「硬化前の樹脂含浸炭素繊維紐体」及び「シート状に引き
揃えた炭素繊維に樹脂を含浸させた本体プリプレグシート」は、炭素繊維の高強度
繊維に樹脂を含浸させたプリプレグであるから、本件考案の構成要件Ａの「炭素繊
維、ガラス繊維等の高強度繊維に樹脂を含浸させたプリプレグ(5)」に該当する。す
なわち、プリプレグとは、「強化プラスチックに用いる成形材料の一種で、ガラス
クロス、ガラスマットのような補強材に硬化材、着色材、充てん材を適正な割合で
混合した熱硬化性樹脂を均等に含浸、乾燥させ半硬化させたものである。」（ＪＩ
Ｓハンドブックプラスチック１９８１。甲４）というものであって、「硬化前の樹
脂含浸炭素繊維紐体」は、本件考案と同一の炭素繊維等からなる高強度繊維のプリ
プレグが紐のようになっているだけのことである。さらに、被告製品は、このプリ
プレグを芯材（マンドレル）に巻回し焼成することによって管状に形成された点も
本件考案の構成要件Ａと同一である。そして、「樹脂テープ(4)」は剥離性が良好で



なくては取り除くことはできないし、かつ「適当な厚みを有する」ものでなけれ
ば、被告製品の「突条体（３）」を形成することはできないから、被告製品の構成
ａの「樹脂テープ」は、本件考案の「剥離性が良好で適当な厚みを有する」という
構成を備える。
　　　　　したがって、被告製品は、本件考案の構成要件Ａを具備する。
　　　(二)　被告製品の構成ｂの「突条体（３）」は、本件考案の構成要件Ｂの
「突出部(2)」に該当する。
　　　　　本件考案の構成要件Ｂにいう「突出部を該管状体本体の素材で一体形成
して成り」とは、突出部が管状体本体の素材で一体形成されていれば足り、突出部
と管状体本体とが一つのプリプレグでできているということまでは必要ない。
　　　　　前記のとおり、被告製品の構成ｂの「前記樹脂含浸炭素繊維紐体」（す
なわち構成ａの「硬化前の樹脂含浸炭素繊維紐体」）は、プリプレグが紐のように
なっているものであり、しかもこの「樹脂含浸炭素繊維紐体」は、プリプレグであ
る「管状体本体（１）の内周面（２）に」焼成により一体に融着されている。した
がって、被告製品は本件考案の構成要件Ｂを具備している。
　　　(三)　被告は、本件考案の突出部は、管状体本体を形成する一つのプリプレ
グから成るものであるのに対し、被告製品においては、突条体を形成する樹脂含浸
炭素繊維紐体は、管状体本体とは別部材により別工程で形成されるものであるか
ら、本件考案の構成要件Ａ、Ｂを備えていないと主張する。
　　　　　しかし、そもそも実用新案法がその保護対象とするものは、物品の形
状、構造又は組合せに係る考案であり（実用新案法一条）、仮に実用新案登録請求
の範囲に製法に関する記載があったとしても、当該製法に関する部分は、形態に係
る考案の構成要素とはなり得ない。
　　　　　本件考案においては、突出部を管状体の素材で一体形成することを構成
要件としているものの、それ以上の限定はされておらず、被告が請求した本件考案
の無効審判に対する審決もこのことを前提として本件考案の有効性を認めたもので
ある。
　　　　　そもそも、管状体本体が形成されるプリプレグは、複数の雑多のプリプ
レグを貼り合わされたり、重合されたりして用いるものであることは慣用技術であ
り、マンドレルに巻回された際に初めて一のプリプレグとなって管状体が形成され
るものである。そして、被告製品の構成ａの「硬化前の樹脂含浸炭素繊維紐体」
は、被告製品の管状体本体を形成するプリプレグである「炭素繊維に樹脂を含浸さ
せた」ものと素材を同一としたプリプレグであることは明らかであるから、被告製
品は、本件考案の構成要件Ａ、Ｂを備えている。
　　【被告の主張】
　　　(一)　本件考案の無効審判（平成九年審判第一二六六八号）の審決におい
て、本件考案がその出願前公知の仏国特許（乙３）との対比において無効とならな
かったのは、審決において、本件考案について、中通し竿の内周に形成される突出
部を、別途突出部用のプリプレグからではなく、管状体本体を形成する一つのプリ
プレグから成るものであるとして本件考案の技術的範囲を限定して解釈したからで
ある。原告は、本件考案の構成要件Ａ中の訂正請求により付加された部分は、製造
方法を加えたものであると主張するが、これは、本件考案の中通し竿が、構成要件
記載の初工程から終わりの工程までの間で形成されることを記載したものであっ
て、中通し竿の構成の一部に他ならない。
　　　　　被告製品の構成ａが前記のとおりであることは当事者間に争いがない。
したがって、被告製品の突条体は、管状体本体を形成する一つのプリプレグ（プリ
プレグシート）から形成されるものではなく、突条体用の別部材により別工程で形
成されるものであるから、被告製品は、本件考案の構成要件Ａを備えない。
　　　(二)　本件考案の構成要件Ｂの「突出部を該管状体本体の素材で」における
突出部は、別途突出部用のプリプレグからではなく、管状体本体を形成するプリプ
レグから成ることを意味する。
　　　　　これに対して、被告製品の突条体は、別途突条体用の紐体から成るか
ら、被告製品は本件考案の構成要件Ｂを備えない。
　　３　争点２(二)（構成要件Ｄ充足性）について
　　【原告の主張】
　　　(一)　被告製品の構成ｄの「台形状」は、一組の対辺が平行な四辺形である
形状をいうから、その上辺は直線を備えている。
　　　　　したがって、被告製品は、本件考案の構成要件Ｄの「突出部(2)の内周面



は略軸方向直線状部を有する」との構成を備える。
　　　(二)　被告は、原告の平成八年八月三〇日付意見書の「直線状部は糸のふら
つきの増幅を阻止できる」との記載から、一か所の突条体が曲がっていた場合でも
本件考案の作用効果を奏せず、すべての突条体の内周面が釣り糸の進行方向に対し
て直線状となっていなければならないと主張する。しかし、本件考案の構成要件に
は、「すべて」の突条体に略軸方向直線状部を有すると記載されているわけではな
く、また、すべての突条体の内周面が釣り糸の進行方向に対して直線状部となって
いなければ、ふらつきの増幅を阻止できないものでもない。
　　　　　したがって、被告の主張は理由がない。
　　【被告の主張】
　　　(一)　本件考案の構成要件Ｄにいう「突出部の内周面は略軸方向直線状部を
有する」との構成に関しては、本件明細書にはその作用効果が記載されていない。
そこで、原告が本件考案の出願過程で特許庁審査官に対し提出した平成八年八月三
〇日付意見書（甲17）を見ると、「突出部の内周面は略軸方向直線状部を有する」
ことの作用効果として、「突出部の内周面が略軸方向即ち釣糸の進行方向（即ち軸
方向）に対して直線的でなく曲がっている場合には、糸とその面とが接する点の接
線方向が進行方向に直交する大きい成分の分力を受けて糸のふらつきが増幅される
が、本件考案の前記限定事項は、このようなふらつきの増幅を阻止することができ
ます。」（３頁14～17行）と記載されている。
　　　　　したがって、突条体の一か所でも釣り糸の進行方向に対して曲がってい
ると、糸のふらつきが増幅されるので、本件考案の作用効果（ふらつきの増幅の防
止）を発揮するには、実質的に突出部のいずれもがその内周面において釣り糸の進
行方向に対して直線的でなければならない。
　　　　　そうすると、本件考案の構成要件Ｄにいう「突出部の内周面は略軸方向
直線状部を有する」とは、内周面に一つでも略軸方向直線状部があればよいという
わけではなく、当然にその作用効果を発揮するに足りる直線状部の存在が必要であ
るというべきである。
　　　(二)　被告製品の突条体の形状は、別添写真のとおりであり、その大部分
は、略軸方向直線状部を備えていない。すなわち、被告製品では、突条体の内周面
が、高い比率で、釣り糸の進行方向（即ち軸方向）に対して曲がっており、その結
果、右意見書の記載に従えば、糸とその面とが接する点の接線方向が進行方向に直
交する大きい成分の分力を受けて糸のふらつきが増幅されることになる。すなわ
ち、被告製品は、ふらつきの増幅の阻止という本件考案の作用効果を発揮すること
ができない。
　　　　　したがって、被告製品は、本件発明の構成要件Ｄを具備しない。
　　４　争点３（損害）について
　　【原告の主張】
　　　(一)　原告は、被告に対し、本件考案の出願公開後である平成八年九月三
日、被告製品が本件考案に抵触している旨の警告を内容証明郵便で行い、右郵便は
同月五日、被告に送達された。
　　　　　したがって、原告は、被告に対し、本件実用新案権の登録までの補償金
請求権と、登録後の損害賠償請求権を有する。
　　　(二)　補償金請求権
　　　　　被告は、平成八年九月五日から平成九年一月二九日（本件実用新案権の
登録日の前日）までに、イ号物件を一本当たり四万五六〇〇円で合計一万本、販売
総額四億五六〇〇万円分を製造、販売し、また、ロ号物件を一本当たり二万八六〇
〇円で合計一万五〇〇〇本、販売総額四億二九〇〇万円分を製造、販売した。
　　　　　原告が、本件考案につき、その実施に対し通常受けるべき金銭の額の割
合は五パーセントを下らないから、補償金請求権の額は、四四二五万円となる。
　　　(三)　損害賠償請求権
　　　　(1)　被告は、平成九年一月三〇日（本件実用新案権の登録日）から同年一
〇月三一日までに、イ号物件を一本当たり四万五六〇〇円で合計五〇〇〇本、販売
総額二億二八〇〇万円分を製造、販売し、また、ロ号物件を一本当たり二万八六〇
〇円で合計五〇〇〇本、販売総額一億四三〇〇万円分を製造、販売した。
　　　　　　原告が製造、販売する同種釣竿における利益率から考えて、被告の被
告製品の販売による利益率は、販売価格の五パーセントを下ることはない。したが
って、被告が右期間に被告製品を販売したことにより得た利益は、一八五五万円と
なり、右金額は原告の損害の額と推定される。



　　　　(2)　被告は、平成一〇年八月一日から同年一一月三〇日までに、ハ号物件
を一本当たり二万七一〇〇円で合計八〇〇〇本、合計二億一六八〇万円分を製造、
販売した。
　　　　　　前記のとおり、被告の被告製品の販売による利益率は販売価格の五パ
ーセントを下ることはないから、被告が右期間にハ号物件を販売したことにより得
た利益は、一〇八四万円となり、右金額は原告の損害の額と推定される。
　　　(四)　よって、原告は、被告に対し、本件実用新案権に基づく補償金請求権
及び損害賠償請求権として、合計七三六四万円及び内金六二八〇万円に対する平成
一〇年一月二〇日（訴状送達の日の翌日）から、内金一〇八四万円に対する同年一
二月一日から、それぞれ支払済みに至るまで年五分の割合による金員の支払を求め
る。
　　【被告の主張】
　　　　いずれも争う。
第三　当裁判所の判断
　一　争点１について
　　１　被告製品が、
　　　ａ　芯材（マンドレル）に樹脂テープを所定間隔で巻回し、その樹脂テープ
間の隙間に硬化前の樹脂含浸炭素繊維紐体を巻回し、更にその外側に、別工程で、
シート状に引き揃えた炭素繊維に樹脂を含浸させた本体プリプレグシートを巻回
し、焼成後前記芯材を引き抜いた後、前記樹脂テープを取り除いて管状に成形され
る強化プラスチック製中通し竿であって、
　　　ｂ　前記本体プリプレグシートで形成された管状体本体（１）の内周面
（２）に、前記樹脂含浸炭素繊維紐体を主体として、軸芯方向視で略全周に亘っ
て、軸芯側に突出する突条体（３）を成形してなり、その突出部（２）は軸方向に
分布し、
　　　ｃ　その突条体（３）は軸方向に向かって螺旋状に形成された
　　　ｅ　中通し竿。
　　　との構成を有することは、当事者間に争いがない。
　　２　そこで、被告製品の突条体の断面の形状について検討するに、証拠（甲
33、乙４ないし７、乙10ないし12）によれば、被告製品の突条体の断面の形状は、
それぞれ別添写真のとおりの形状、即ち、山状で頂部がほぼ水平（略台形状）のも
のも含むが、山状で頂部が凸状の曲面になったものも多数含んでいる（ハ号物件に
ついては後者の形状のみ）ことが認められ、これを覆すに足りる証拠はない。
　　　　この点、原告は、被告製品の突条体の断面形状は台形状であると主張し、
被告製品の突条体の断面の拡大写真であるとして甲６ないし８及び甲31を提出す
る。確かに、右各証拠によれば、被告製品の突条体の中には、断面形状が台形状と
なる部分があることが認められる。しかし、右各証拠における突条体の撮影個所
は、イ号物件（甲６）及びロ号物件（甲７）についてそれぞれ四箇所、ハ号物件に
ついて八箇所（甲８）及び九箇所（甲31）にすぎず、しかも、当該写真の中には、
突条体の断面形状が台形状であるとはいい難いものが多く含まれていることが認め
られる。そして、証拠（乙５ないし７、10）によれば、被告製品の突条体の断面形
状は、別添写真のとおり、それぞれの部分において異なり、イ号物件及びロ号物件
については、突条体の断面形状が台形状である部分も存するものの、上部が水平で
はない部分も多く存すること、ハ号物件については、むしろ、上部が水平となる突
条体の断面形状は存在しないことが認められる。
　　　　そうすると、被告製品の突条体の断面形状について、これを台形状と表現
するのは妥当ではなく、その形状は、別添写真のとおりであると認めるのが相当で
ある。
　二　争点２(一)について
　　１　考案の技術的範囲は、実用新案登録請求の範囲の記載に基づいて定めなけ
ればならず、願書に添付した明細書の実用新案登録請求の範囲以外の部分の記載及
び図面を考慮して、実用新案登録請求の範囲に記載された用語の意義を解釈しなけ
ればならない（実用新案法二六条、特許法七〇条一項、二項）。
　　　　また、実用新案法における考案は、物品の形状、構造又は組合せ（以下
「形状等」という。）に係る考案をいうのであって（実用新案法一条、三条参
照）、製造方法は考案の構成たり得ないものであるから、考案の技術的範囲は物品
の形状等において判断すべきものである（最高裁判所昭和五六年六月三〇日第三小
法廷判決・民集三五巻四号八四八頁参照）。もっとも、実用新案登録請求の範囲に



おいて、製造方法により考案の特定がされている場合には、当該製造方法は考案に
係る物品の形状等を特定するための構成要素として記載されていると評価すべきで
あるから、その技術的範囲については、当該製造方法に基づいて製造された物品に
限定されないとしても、当該製造方法が必然的にもたらすような物品の形状等の特
徴を有する範囲に限定されると解するのが相当である。
　　２　そこで、本件考案の実用新案登録請求の範囲をみると、構成要件Ａに当た
る「芯材(3)の外周に剥離性が良好で適当な厚みを有する樹脂テープ(4)を所定間隔
で巻回し、次に炭素繊維、ガラス繊維等の高強度繊維に樹脂を含浸させたプリプレ
グ(5)を前記芯材(3)に巻回して焼成し、前記芯材(3)を引き抜いた後、前記樹脂テー
プ(4)を取り除いて管状に成形される中通し竿であって、」との部分は、物品の形状
等としては、炭素繊維、ガラス繊維等の高強度繊維に樹脂を含浸させたプリプレグ
を管状に成形した中通し竿であることを特定しているものの、その余の記載は、物
品の製造方法に関する記載であって、当該記載それ自体は、本件考案の構成たり得
ないものと解すべきである。
　　　　他方、右構成要件Ａにおける製造方法の特定から必然的にもたらされる物
品の形状等の特徴についてみるに、右製造方法の特定において、芯材の外周に剥離
性が良好で適当な厚みを有する樹脂テープを所定間隔に巻回し、これにプリプレグ
を巻回して焼成し、芯材を引き抜いた後に樹脂テープを取り除いて管状に成形され
るとされていること、また、その後に続く構成要件Ｂにおいて、「管状体本体(1)の
内周面に、軸芯方向視で全周、若しくは、略全周に亘って軸芯側に突出する突出
部(2)を該管状体本体(1)の素材で一体形成して成り」とされていることからすれ
ば、本件考案における突出部は、管状体本体を構成するプリプレグにより、もとも
と一部材であるものを変形させたものであることを要するものと解するのが自然で
ある。もっとも、右構成要件Ｂでは、「突出部(2)を該管状体本体(1)の素材で一体
形成して成り」とされていることからすれば、突出部は、管状体本体と同一の素材
で一体的に形成されていれば足り、まず、突出部を形成するプリプレグを芯材（マ
ンドレル）に巻回し、その上から管状体本体を形成するプリプレグを巻回して焼成
することにより融着させて一体形成したものについても、その技術的範囲に属する
と解する余地もあり、結局、この点については、実用新案登録請求の範囲の記載自
体からは明確ではないといわざるを得ない。
　　３　そこで、次に、右の点を解釈するために、本件明細書の記載を検討してみ
ると、本件明細書の考案の詳細な説明の欄には、次のとおりの記載がある（別添訂
正請求書添付の明細書の段落を示す。）
　　　(一)　【産業上の利用分野】として、「本考案は、炭素繊維、ガラス繊維等
の高強度繊維に樹脂を含浸させたプリプレグを芯材に巻回し焼成することにより管
状に成形される中通し竿に関し、詳しくは、その内周に突出部が形成された中通し
竿に関するものである。」との記載（【０００１】）
　　　(二)　【従来の技術】として、「従来、上記の技術として特開平１－３０４
８３６号公報に示されるものが存在し、この従来例では釣り竿として用いられる中
通し竿の内面に対し、螺旋状に成形した糸案内部材を挿入固定して釣り糸の案内性
能の向上を図っている。」との記載（【０００２】）
　　　(三)　【考案が解決しようとする課題】として、
　　　　(1)　「釣り竿は柔軟で高い屈撓性が要求されるものであり、従来例のよう
に内部に竿素材と異なる性質の部材を挿入固定した場合には、釣り竿の屈撓性を損
なうばかりで無く、繰り返して屈撓することにより、前述した糸案内部材が竿素材
から剥離することもあり、改善の余地がある。」との記載（【０００３】）
　　　　(2)　「本考案の目的は、屈撓性を損なうこと無く内面に突出部を形成し、
しかも、この突出部に剥離を生じ難い中通し竿を構成する点にある。」との記載
（【０００４】）
　　　(四)　【課題を解決するための手段】として、「本考案の中通し竿の屈撓構
造は、芯材(3)の外周に剥離性が良好で適当な厚みを有する樹脂テープ(4)を所定間
隔で巻回し、次に炭素繊維、ガラス繊維等の高強度繊維に樹脂を含浸させたプリプ
レグ(5)を前記芯材(3)に巻回して焼成し、前記芯材(3)を引き抜いた後、前記樹脂テ
ープ(4)を取り除いて管状に成形される中通し竿であって、管状体本体(1)の内周面
に、軸芯方向視で全周、若しくは、略全周に亘って軸芯側に突出する突出部(2)を該
管状体本体(1)の素材で一体形成して成り、その突出部(2)は軸方向に分布し、突出
部(2)の内周面は略軸方向直線状部を有している。」との記載（【０００５】）
　　　(五)　【作用】として、「上記特徴を例えば図１に示すように構成すると、



この管状体Ｒである中通し竿を屈撓させた場合には、管状体本体１の屈撓と伴に、
内面の突出部２も屈撓するものとなり、この突出部２が管状体本体１と一体的に、
しかも管状体本体１の素材で形成されているので剥離が生じ難い。しかも、この突
出部２が軸芯方向視で略全周に形成されているので、荷重方向に拘わらず荷重に対
する屈撓（たわみ）量が均一化するものとなる。」との記載（【０００６】）
　　　(六)　【考案の効果】として、「従って、屈撓性を損なうこと無く、内面に
突出部を形成し、しかも、この突出部に剥離を生じ難い中通し竿が合理的に構成さ
れたのである。特に、この中通し竿は、管状体本体に対する釣り糸の接触を回避し
て管状体本体の摩耗を抑制し、しかも、突出部に高強度繊維を含んでいるので該突
出部の摩耗も抑制し乍ら、接触面積の低減で釣り糸を軽快に送り、又、良好な屈撓
性を現出できるのである。」との記載（【０００８】）
　　　(七)　また、【実施例】として、緩いテーパ状に成形された芯材としてのマ
ンドレルに剥離性が良好で適当な厚みを有する樹脂テープを所定間隔で螺旋状に巻
回し、その上からシート状のプリプレグを巻回し、更にその外面に熱収縮性テープ
を巻回して所定温度で焼成して、マンドレルを引き抜いた上で樹脂テープ及び熱収
縮テープを引き剥がすという製造方法が記載されている。（【０００８】【０００
９】）。
　　　　これらの各記載を検討してみると、本件考案の作用として、管状体本体と
突出部の剥離が生じにくいことが挙げられおり、一般的には一素材を変形させて突
出部を形成した方が剥離は生じにくいと考えられること、実施例の記載において、
剥離性が良好なテープを所定間隔に巻回したマンドレルに、シート状のプリプレグ
を巻回するという製造方法のみが記載されており、その他に、突出部を形成するた
めのプリプレグを巻回した上で、管状体本体を形成するためのプリプレグを巻回す
るという製造方法は記載されていないこと、その他、管状体本体を形成するプリプ
レグの他に、突出部を形成するプリプレグを巻回する方法を示唆する記載はないこ
とからすれば、本件考案における突出部は、管状体本体を構成するプリプレグによ
り、もともと一部材であるものを変形させたものであることを要するものと解する
のが自然であるということができる。
　　４　次に、本件考案の出願時における公知技術についてみると、証拠（乙３）
によれば、本件考案の出願前に頒布された刊行物であるフランス特許第二一二三九
六七号の明細書には、中通し竿の管状体本体の内周面に「jonc」（本件考案にいう
突出部と同等のもの）を形成する方法として、平滑なマンドレルに「jonc」を構成
するプラスチック材を染み込ませた糸を巻き付けるのと同時に若しくは糸を取り付
ける前に、幅が二つの螺旋の間のスペースに等しく厚さが「jonc」の高さに等しい
柔軟な非接着性のテープを巻き付け、その上からガラス繊維の糸に樹脂を染み込ま
せたもの等を巻回し、加熱した後にマンドレルを引き抜き、更に内側からテープを
繰り出すという製造方法が記載されていることが認められ、右文献には、この方法
により成形された「jonc」の内周面の形状については具体的な記載はないもの
の、「jonc」の形状はテープとテープの隙間の形状とほぼ同一になると考えられる
から、右記載に対応する図２によれば、当該製造方法により形成された「jonc」
は、内周面に略軸方向直線状部を有するものと認められる。
　　　　そうすると、本件考案の構成のうち、前記構成要件の分説におけるＢない
しＥの部分は、いずれも本件考案の出願前に公知の技術であったということができ
る。
　　５　さらに、本件考案の出願、訂正及び無効審判の経緯についてみると、証拠
（甲２、９、20、24、27及び30）によれば、本件考案は、実用新案登録請求の範囲
（請求項１）を「炭素繊維、ガラス繊維等の高強度繊維に樹脂を含浸させたプリプ
レグ(5)を芯材(3)に巻回し焼成することにより管状に形成される管状体であって、
管状体本体(1)の内周面に、軸芯方向視で全周、若しくは、略全周に亘って軸芯側に
突出する突出部(2)を該管状体本体(1)の素材で一体形成して成り、その突出部(2)は
軸方向に分布し、突出部(2)の内周面は略軸方向直線状部を有する管状体。」とし
て、平成九年一月二九日に登録されたものであるところ、被告は、同年七月二九日
に、本件実用新案権について無効審判を請求するとともに、前掲フランス特許明細
書等を証拠資料として提出したこと、特許庁は、平成一〇年六月一五日付で、原告
に対し、右４で述べたところと同旨の理由により進歩性を欠くとして、本件実用新
案権の登録無効理由通知書を送付したこと、原告は、同年一一月一七日付訂正請求
書により、本件実用新案権の実用新案登録請求の範囲の訂正を請求し（現記載のと
おり）、特許庁は、平成一一年四月九日付審決により、右訂正請求を認めた上、



「訂正考案１は、突出部(2)は、芯材の外周に剥離性で、適当な厚みを有する樹脂テ
ープを所定間隔で巻回し、その後前記プリプレグを巻回、焼成し、芯材、樹脂テー
プを除くことにより形成されたものであり、要するに、突出部(2)は別途突出部用の
プリプレグからではなく管状体本体を形成するプリプレグから成るものである。」
（審決14頁９～16行）、「刊行物（注・前掲フランス特許明細書）記載の中通し釣
竿の内周面の突出部の形成に係る２方法はいずれも、管状体本体とは別のプリプレ
グから成るものであり、訂正考案１とは、基本的に異なり、訂正考案１の前記の構
成は記載されてなく、示唆もされていない。」（同17頁７～12行）と認定判断し、
訂正考案１は、前掲フランス特許明細書の記載に基づいて当業者が極めて容易に考
案することができたとはいえないとして、被告の審判請求は成り立たないとの判断
をしたことが認められる。
　　６　右のとおり、本件実用新案権の実用新案登録請求の範囲、及び本件明細書
の記載からは、本件考案における突出部は、管状体本体を構成するプリプレグによ
り、もともと一部材であるものを変形させたものであることを要するものと解する
のが自然である上、無効審判手続の中で原告がした本件考案の構成要件Ａの部分の
製造方法の限定に係る実用新案登録請求の範囲の訂正が、審決において、本件考案
の突出部(2)は別途突出部用のプリプレグからではなく管状体本体を形成するプリプ
レグから成るものであると認定判断され、まさにそのことが理由となって、本件考
案の出願前の公知技術と相違し、本件考案に新規性、進歩性があると判断されたも
のということができる。
　　　　以上の事実によれば、本件考案の構成要件Ａの製造方法の記載は、管状体
本体を形成するプリプレグとは別のプリプレグをマンドレルに巻回することなく、
一枚のシート状プリプレグによって、管状体のみならず、突出部をも形成するとい
う構造上の限定を示す要件と解釈すべきである。
　　７　前記一１で述べたとおり、被告製品は、芯材（マンドレル）に樹脂テープ
を所定間隔で巻回し、その樹脂テープ間の隙間に硬化前の樹脂含浸炭素繊維紐体を
巻回し、更にその外側に、別工程で、シート状に引き揃えた炭素繊維に樹脂を含浸
させた本体プリプレグシートを巻回し、焼成後前記芯材を引き抜いた後、前記樹脂
テープを取り除いて管状に成形される強化プラスチック製中通し竿であって、前記
本体プリプレグシートで形成された管状体本体（１）の内周面（２）に、前記樹脂
含浸炭素繊維紐体を主体として、軸芯方向視で略全周に亘って、軸芯側に突出する
突条体（３）を成形して成るものである。
　　　　そうすると、被告製品は、一枚の板状プリプレグにより、管状体本体と、
突出部（突条体）を形成するものではないから、本件考案の技術的範囲には属しな
いというべきである。
　三　争点２(二)について
　　１　本件考案における突出部は、その実用新案登録請求の範囲の記載から明ら
かなとおり、「軸芯方向視で全周、若しくは、略全周に亘って軸芯側に突出する」
ものであり（構成要件Ｂ）、かつ、「軸方向に分布」するものであるから（構成要
件Ｃ）、管状体本体の内周面にリング状に多数構成されているか、そうでなけれ
ば、螺旋状に構成されているものと認められる（本件明細書添付図面４及び５参
照）。そして、そのように構成されている「突出部(2)の内周面は略軸方向直線状部
を有する」（構成要件Ｄ）とされていることからすれば、これら突出部の内周面
は、上記のようなリング状あるいは螺旋状の形状中のいずれの部分においても、内
周面に直線状部を有するものと解するのが自然である。
　　２　次に、右「略軸方向直線状部を有する」という構成を採用したことによる
作用効果についてみると、証拠（甲２、27）によれば、本件明細書の実用新案登録
請求の範囲の記載以外の部分において、右構成に対応する作用効果を記載したとみ
られる部分は存在しない。
　　　　そこで、更に検討すると、証拠（甲16ないし18）によれば、本件考案の構
成要件の分説における構成要件Ｄの、「突出部(2)の内周面は略軸方向直線状部を有
する」との構成は、平成八年七月八日付で特許庁から発せられた、特開昭六一ー七
〇九三四号公報を引用文献とする本件実用新案登録出願の拒絶理由通知に対し、平
成八年八月三〇日付で原告が提出した手続補正書により補正がされた際に付加され
たものであること、原告から特許庁に対して、同日付で提出された意見書には、
「本願考案と引用例との対比」として、「屈撓性を均一化したこのような屈撓構造
において、投げ出され、また、引き込まれる釣糸のふらつきが釣糸と管状体の内部
との摺動摩擦により増幅されるのを阻止できるように、次の限定事項を付加しまし



た。即ち、突出部(2)の内周面は略軸方向直線状部を有すること。･･････突状部
（「突出部」の誤記と認める。）の内周面が軸方向即ち釣り糸の進行方向（即ち、
軸方向）に対して直線的でなく曲がっている場合には、糸とその面とが接する点の
接線方向が進行方向に直交する大きい成分の分力を受けて糸のふらつきが増幅され
るが、本願考案の前記限定事項は、このようなふらつきの増幅を防止することがで
きます。」（同意見書２頁16行、３頁７～10行、14～20行）と記載されていること
が認められる。
　　　　そうすると、本件考案における構成要件Ｄの「突出部(2)の内周面は略軸方
向直線状部を有する」との構成は、糸の進行方向となる軸方向に対して、突出部の
内周面が平行となる形状とすることにより、糸のふらつきの増幅を阻止することに
あると認められる。
　　３　ところで、本件考案の中通し竿を使用する場合には、釣り糸は、突出部の
内周面の多くの部分に接触するものということができるから、釣り糸のふらつきの
増幅を阻止するためには、当該接触部分の突出部の内周面が、略軸方向に直線状に
なっていなければならないというべきである。すなわち、突出部の一部において、
その内周面が、略軸方向に直線状部を有していたとしても、当該箇所に釣り糸が接
触するとは限らず、また、他の接触部分において、釣り糸の進行方向と突出部の内
周面が平行となっていなければ、その部分において、糸は軸芯方向に垂直となる力
の分力を受け、釣り糸にふらつきが生じることになるからである。
　　　　そうすると、釣り糸のふらつきを防止するという作用効果を奏するために
は、突出部の内周面のすべての部分において、厳密な意味で略軸方向直線状となっ
ていなければならないとまではいえないとしても、少なくとも、その大部分が略軸
方向に直線状でなければならないというべきであり、したがって、本件考案におけ
る構成要件Ｄの「略軸方向直線状部を有する」との構成は、突出部の内周面のすべ
て、あるいは少なくとも大部分において、軸芯方向に平行な直線状部を有している
ことが必要であるというべきである。
　　４　前記一２で認定判断したとおり、被告製品における突条体の断面形状は、
台形状ということはできず、その形状は別添写真のとおりであり、ハ号物件におい
ては、突条体の内周面において直線状部があるということはできず、また、イ号物
件及びロ号物件においても、突条体の内周面の一部分には直線状部が形成されてい
るものの、他の部分は、曲面状に形成されているものであり、略軸方向直線状に形
成されている部分が、イ号物件及びロ号物件の内周面の大部分であるということは
できないから、結局、被告製品は、いずれも、本件考案の構成要件Ｄを充足しない
というべきである。
　四　よって、被告製品は、本件発明の構成要件Ａ、Ｂ、Ｄを充足しないから、原
告の請求はいずれも理由がない。
（平成一二年三月二四日口頭弁論終結）
　　大阪地方裁判所第二一民事部

　　　　　　　　　裁判長裁判官　　　小　　　松　　　一　　　雄

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　高　　　松　　　宏　　　之

　　　　　　　　　　　　裁判官　　　水　　　上　　　　　　　周
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